
１．事業名等

会計 1

款 2

5 条 項 1

1 目 1

２．事業の目的・内容

千円

【交通安全推進協議会の活動状況】

・4月 5日　新入学児童への交通安全グッズ贈呈 ・10月 4日　交通事故発生地点への看板設置

・5月15日　総会及び交通安全指導員の辞令交付 ・11月 1日　老人クラブ連合会への啓発グッズ贈呈

・9月15日　交通安全運動出発式及び交通安全講話・12月21日　ドライビングシミュレータ体験会実施

【運動期間】

・春の全国交通安全運動　4月6日～15日 ・秋の全国交通安全運動　９月２１日～３０日

・夏の交通安全県民運動　７月11日～20日 ・年末・年始の交通安全県民運動　１２月２１日～１月４日

【財政援助団体への補助金交付状況】

 (単位：件)

※交通白書（沖縄県警察本部発行）より

【防犯カメラの設置運用】

・Ｈ29.12に防犯カメラを町内17か所に設置し、運用を開始済み

４．事業費 （単位：千円）

通学路等 公園

設置台数 14 3

(その他)
毎月1日は小中学校
の内1校にて交通安
全・防犯朝のあいさ
つ運動実施

町交通安全推進協議会 400,000 円
交通安全運動の促進
及び交通事故防止

主な活動内容

交通事故発生件数

【交通事故・犯罪等発生件数】

29年度補助金 ※27年度

147

※28年度

132

補助率

-

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

-

交通安全・防犯対策事業 事業種別

事　業　費

年度決算

15,653

14,200

1,453

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

事　業　費 1,389

1,389

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

事業の内容

事業コード 301

まちづくり基本条例 総務管理費

関連計画等

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 -

交通安全施設の整備と安全教育の推進

対象（何、誰のために）

担当課 生活環境安全課 課長名

根拠法令等

町民及び町域通行者

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

交通安全及び防犯対策を推進することにより、安全で住みよいまちづくりに資する。

担当係

事業名

外間　哲巳
予
算
科
目

一般会計

施政方針 一般管理費

安全で環境にやさしいまちづくり

生活安全係 総務費

・交通安全推進協議会の開催
・運動期間の街頭指導及び広報活動
・関係団体への負担金補助金の支出
・防犯カメラの設置及び運用

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

5 条 項 2

1 目 2

２．事業の目的・内容

千円

【主な事業内容】

1　道路照明灯電気料 道路照明灯637件

2　交通安全施設整備工事費 道路反射鏡１基、区画線設置 3,710ｍ、ガードレール 81ｍ

４．事業費 （単位：千円）

交通安全施設整備事業 事業種別

根拠法令等

町内全域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

通行の安全確保と事故防止に資する

担当係

事業名

小橋川生三
予
算
科
目

一般会計

施政方針 交通安全対策費

安全で環境にやさしいまちづくり

庶務係 土木費

・交通安全施設（防護柵、道路反射鏡、道路照明灯、区画線、標識、防犯灯）の新設及び保守管理事業の内容

事業コード 395

まちづくり基本条例 道路橋梁費

関連計画等

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

交通安全施設の整備と安全教育の推進

対象（何、誰のために）

担当課 土木課 課長名

-

事　業　費 15,623

11,708

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

3,915

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

36,620

3,359

33,261

補助率

- 事　業　費

年度決算

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 9

5 条 項 1

2 目 1

２．事業の目的・内容

千円

【負担金】 （単位：千円）

４．事業費 （単位：千円）

与那原町 219,528 233,974

合計 1,107,279 1,107,320

平成28年度 平成29年度

西原町 479,251 460,906

南風原町 408,500 412,440

補助率

- 事　業　費

年度決算

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

460,906

460,906

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源-

事　業　費 479,251

479,251

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

事業の内容

事業コード 101

まちづくり基本条例 消防費

関連計画等

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 -

消防・防災体制等の確立

対象（何、誰のために）

担当課 生活環境安全課 課長名

東部消防組合負担金事業 事業種別

根拠法令等 消防組織法第６条

全町民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

消防活動の充実及び強化

担当係

事業名

外間　哲巳
予
算
科
目

一般会計

施政方針 常備消防費

安全で環境にやさしいまちづくり

生活安全係 消防費

・消防業務を行う東部消防組合に対し、負担割合に応じて負担金を支払う
・構成市町村は、西原町、南風原町、与那原町

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 4

5 条 項 2

3 目 1

２．事業の目的・内容

千円

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

ｋｇ ｋｇ

※但し、資源ゴミとして個別回収した分は計量していないため、含まれていない。

４．事業費 （単位：千円）

補助率

- 事　業　費

年度決算

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

32,759

26,551

6,208

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源-

事　業　費 31,103

16,093

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

15,010

事業の内容

事業コード 75

まちづくり基本条例 清掃費

関連計画等 環境基本計画（総理府告示）

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 -

環境保全対策の推進

対象（何、誰のために）

担当課 生活環境安全課 課長名

資源ごみ回収事業 事業種別

根拠法令等 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律

資源ごみの適正処理→ごみ減量化

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

①各家庭より排出される資源ごみを速やかに回収することで住みよい環境を作る。
②資源ごみを適正処理することで､ごみ減量化を図る。

担当係

事業名

外間　哲巳
予
算
科
目

一般会計

施政方針 清掃総務費

安全で環境にやさしいまちづくり

環境保全係 衛生費

各家庭より分別排出された資源ごみを回収し､再生処理業者へ引き渡す。
・資源ごみ回収車で家庭より分別排出された資源ごみを回収する。

収集項目 平成28年度 平成29年度

紙類 133,670 132,290

アルミ缶 7,494 8,874

スチール缶 50,910 44,060

ワンウェイビン 225,140 227,850

リターナルビン 10,031 11,637

ＰＥＴボトル 123,265 126,860

古布類 39,240 36,690

資源ごみ集団回収事業 124,867 94,995

合計 580,000 530,000

合計 714,617 683,256

木枝類（公共） 494,000 410,000

木枝類（民間）※ 86,000 120,000

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 4

5 条 項 2

3 目 1

２．事業の目的・内容

千円

平成 29年度指定ゴミ袋販売実績

もえるごみ袋 特大 大 中 小

中（U字）

もえないごみ袋 中 小

粗大ごみ処理券 大 小

※可燃ゴミ、不燃ゴミ、粗大ゴミの合計で、資源ゴミは含まれていない

４．事業費 （単位：千円）

平成29年度

内容 単位：kg 出典

平成29年度ごみ搬出量（※） 9,587,670 東部清掃施設組合

平成30年3月31日現在の人口 34,948 町民課

町民1人当たりのごみの排出量 274

平成28年度

内容 単位：kg 出典

平成28年度ごみ搬出量（※） 9,609,590 東部清掃施設組合

平成29年3月31日現在の人口 34,930 町民課

町民1人当たりのごみの排出量 275

350,200枚 1,561,000枚 372,700枚 86,300枚

24,200枚

67,100枚 34,700枚

4,415枚 6,281枚

ごみ袋有料化事業 事業種別

補助率

- 事　業　費

年度決算

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

30,361

30,361

0

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源-

事　業　費 26,861

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

26,861

事業の内容

事業コード 340

まちづくり基本条例 清掃費

関連計画等 西原町一般廃棄物処理基本計画

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 -

環境保全対策の推進

対象（何、誰のために）

担当課 生活環境安全課 課長名

根拠法令等 西原町廃棄物の処理及び清掃に関する条例

ごみ減量化（ごみ処理施設の延命化､ごみ処理経費削減）の為

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

可燃及び不燃ごみに含まれる有価物（資源ごみ）の資源化と､ごみ処理経費を意識させるこ
とで､ごみの排出抑制を図り､ごみ減量化につなげる。

担当係

事業名

外間　哲巳
予
算
科
目

一般会計

施政方針 清掃総務費

安全で環境にやさしいまちづくり

環境保全係 衛生費

家庭ごみ排出の際､指定ごみ袋を使用することで､ごみ分別を徹底し､ごみの排出抑制を図る。　又､住民に
納めて頂いた､ごみ処理手数料を､ごみ減量化推進事業費として還元する。

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 4

5 条 項 2

3 目 2

２．事業の目的・内容

千円

                                                                                   ※数値については、東部清掃施設組合の組合概要に基づくものです。

t t

t t

t t

t t

t t

t t

t t

t t

t t

t t

kg kg

４．事業費 （単位：千円）

根拠法令等 西原町廃棄物の処理及び清掃に関する条例

西原町民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

　各家庭より排出される一般廃棄物（可燃､不燃､危険､粗大）を速やかに回収することで住
みよい環境を作る。

担当係

事業名

外間　哲巳
予
算
科
目

一般会計

施政方針 塵芥処理費

安全で環境にやさしいまちづくり

環境保全係 衛生費

家庭系一般廃棄物を収集・運搬し､東部清掃施設組合への搬入業務を委託（5業者）
塵芥車（パッカー車）5台､軽トラック5台､計10台で（可燃､不燃､危険､粗大）ゴミを回収

事業の内容

事業コード 76

まちづくり基本条例 清掃費

関連計画等 西原町一般廃棄物処理基本計画

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 48,900

環境保全対策の推進

対象（何、誰のために）

担当課 生活環境安全課 課長名

事　業　費 48,900

48,900

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 - 48,900

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

3,795 3,810

その他

一般財源

29

48,900 事　業　費

年度決算

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

9,609

補助率

-

一般廃棄物収集運搬事業 事業種別

計

し尿 5,920,010 5,973,040

不燃ごみ 8 8

粗大ごみ 58 57

108

9,588

平成28年度 平成29年度

一般ごみ

可燃ごみ 5,377 5,311

事業系ごみ

その他
（直接搬入、役
場、シルバー）

不燃ごみ 25 27

粗大ごみ 0 0

可燃ごみ 62 68

不燃ごみ 196 199

粗大ごみ

可燃ごみ

88

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 4

5 条 項 2

3 目 2

２．事業の目的・内容

29 千円

【東部清掃施設組合負担金事業】

４．事業費 （単位：千円）

焼却処理以外処理費 12,987 14,128

汚泥再生処理センター維持管理費 27,374 25,191

合計 193,118 218,796

建設公債費 30,642 56,487

し尿処理費 573 0

焼却処理費 107,645 110,169

単位：千円

平成28年度 平成29年度

議会総務費 12,850 12,821

し尿処理施設整備費 1,047 0

東部清掃施設組合負担金事業 事業種別

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

全町民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

　各家庭より排出される一般廃棄物（可燃､不燃､危険､粗大）を適切処理することで住みよ
い環境を作る

担当係

事業名

外間　哲巳
予
算
科
目

一般会計

施政方針 塵芥処理費

安全で環境にやさしいまちづくり

環境保全係 衛生費

各家庭より排出される（可燃、不燃、危険、粗大）ごみを適切処理及びし尿処理
　東部清掃施設組合において、可燃ごみに関しては、西原町､与那原町､南城市、八重瀬町のごみを焼却
処理し、不燃・危険・粗大ごみに関しては、西原町、与那原町のごみを破砕・圧縮処理を行う。また、し尿処
理に関しては、西原町、与那原町、南風原町、中城村、北中城村のし尿を処理する。

事業の内容

事業コード 343

まちづくり基本条例 清掃費

関連計画等 西原町一般廃棄物処理基本計画

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 -

環境保全対策の推進

対象（何、誰のために）

担当課 生活環境安全課 課長名

-

事　業　費 193,118

193,118

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

218,796

218,796

補助率

- 事　業　費

年度決算

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 4

5 条 項 2

3 目 2

２．事業の目的・内容

千円

（単位：円）

４．事業費 （単位：千円）

最終処分場関連負担
金

24,170,000 23,939,000

合計 32,894,000 33,429,000

平成28年度 平成29年度

事務局運営負担金 3,672,000 3,492,000

ごみ処理事業負担金 5,052,000 5,998,000

南部広域行政組合負担金事業(最終処分場建設負担金事業) 事業種別

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

　中間処理場（東部清掃）より排出される焼却残渣を適切処理する為

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

　中間処理場（東部清掃）より排出される焼却残渣を適切処理することで住みよい環境を作
る

担当係

事業名

外間　哲巳
予
算
科
目

一般会計

施政方針 塵芥処理費

安全で環境にやさしいまちづくり

環境保全係 衛生費

　南部地区焼却施設（東部清掃施設組合・糸豊清掃施設組合・島尻消防清掃施設組合）より排出される残
渣（焼却残渣・不燃残渣・溶融残渣）の受け入れ及び処理の為、サザンクリーンクリーンセンター推進協議
会にて島尻環境美化センター跡地に最終処分場の建設を進め、平成30年度に第一工区完成予定である。

事業の内容

事業コード 344

まちづくり基本条例 清掃費

関連計画等 西原町一般廃棄物処理基本計画

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 -

環境保全対策の推進

対象（何、誰のために）

担当課 生活環境安全課 課長名

-

事　業　費 32,894

32,894

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源33,429

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

補助率

- 事　業　費

年度決算

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

33,429

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 1

款 8

5 条 項 4

5 目 3

２．事業の目的・内容

8 56 千円

単位：千円

４．事業費 （単位：千円）

項目 事業費

元利償還事業 142,349

単独整備事業 54,054

その他 19,394

計 215,797

補助率

- 事　業　費

年度決算

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

215,797

215,797

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源-

事　業　費 207,500

207,500

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

事業の内容

事業コード 96

まちづくり基本条例 都市計画費

関連計画等 中城湾南部流域下水道事業

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 7,184,079

下水道事業の推進

対象（何、誰のために）

担当課 上下水道課 課長名

公共下水道特別会計繰出事業 事業種別

根拠法令等 下水道法・都市計画法

下水道整備地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

下水道を整備し、公共用水域の水質保全及び快適な生活環境を図る

担当係

事業名

宮城　哲
予
算
科
目

一般会計

施政方針 公共下水道費

安全で環境にやさしいまちづくり

下水道係 土木費

下水道整備を行う公共下水道事業特別会計に町の負担分を繰り出す事業

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 4

款 1

5 条 項 1

5 目 2

２．事業の目的・内容

14 千円

【使用料の推移】（単位：千円）

27年度 28年度 29年度

維持管理費

27年度 28年度 29年度

新たに整備を行った区域

・我謝処理分区 ・徳佐田地区

・坂田第２処理分区

・平園処理分区

・兼久第１処理分区

４．事業費 （単位：千円）

118,958

1,469

（雨水）（汚水）

106,684 111,710

875 1,447

56,780

台帳整備

使用料（現年度）

補助率

- 事　業　費

年度決算

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

68,521

68,521

0

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源-

事　業　費 66,452

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

66,452

事業の内容

事業コード 221

まちづくり基本条例 下水道管理費

関連計画等

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

下水道事業の推進

対象（何、誰のために）

担当課 上下水道課 課長名

下水道事業（維持管理費） 事業種別

根拠法令等 下水道法

公共下水道

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正な維持管理を行う。

担当係

事業名

宮城　哲
予
算
科
目

公共下水道事業特別会計

施政方針 維持管理費

安全で環境にやさしいまちづくり

下水道管理係 公共下水道費

・下水道使用料徴収事務
・水質検査の実施
・汚水処理負担金の支出

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 4

款 1

5 条 項 2

5 目 1

２．事業の目的・内容

8 44 千円

【29年度までの執行額】

千円（総事業費の40％）

【主な工事箇所】

・兼久第1処理分区

・坂田第1処理分区

・仲伊保処理分区

【下水道接続補助金事業】

（単位：千円）

【中城湾南部流域下水道建設負担金】

（単位：千円）

４．事業費 （単位：千円）

下水道事業（汚水整備事業費） 事業種別

根拠法令等 下水道法・都市計画法

下水道整備計画地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

下水道を整備し、公共用水域の水質保全及び快適な生活環境を図る。

担当係

事業名

宮城　哲
予
算
科
目

公共下水道事業特別会計

施政方針 下水道汚水整備事業費

安全で環境にやさしいまちづくり

下水道係 公共下水道費

町が公共下水道（管渠等）を整備し、住民や事業所等が自己負担ではあるが排水設備を下水道に接続す
ることにより、トイレ汚水だけでなく、水質汚濁や悪臭の原因となっている生活雑排水を含めて浄化センター
で一括処理する。

事業の内容

事業コード 222

まちづくり基本条例 下水道整備費

関連計画等 中城湾南部流域下水道事業

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 19,645,535

下水道事業の推進

対象（何、誰のために）

担当課 上下水道課 課長名

-

事　業　費 293,841

42,941

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

110,900

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

221,661

102,000

72,900

46,761

補助率

-

140,000

事　業　費

年度決算

20,979 17,531

7,899,338

28年度 29年度

91件 58件

8,400 4,850

28年度 29年度

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続

- 35 -



１．事業名等

会計 4

款 1

5 条 項 2

5 目 2

２．事業の目的・内容

20 36 千円

徳佐田地区雨水幹線工事

徳佐田地区1号幹線工事

□3000×3000　L=17.5m

徳佐田地区3号幹線工事

□1500×1500　L=21.7m

４．事業費 （単位：千円）

補助率

-

6/10 60,000

事　業　費

年度決算

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

107,293

60,000

40,000

7,293

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源-

事　業　費 106,854

6,854

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

40,000

事業の内容

事業コード 535

まちづくり基本条例 下水道整備費

関連計画等 西地区土地区画整理事業計画

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 4,170,000

下水道事業の推進

対象（何、誰のために）

担当課 上下水道課 課長名

下水道事業（雨水整備事業費） 事業種別

根拠法令等 下水道法・都市計画法

雨水整備計画地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

雨水管渠等を整備し、浸水等水害の少ない快適で安全な街づくりに寄与する

担当係

事業名

宮城　哲
予
算
科
目

公共下水道事業特別会計

施政方針 下水道雨水整備事業費

安全で環境にやさしいまちづくり

下水道係 公共下水道費

西地区（棚原、徳佐田、翁長の一部地域）については、区画形質の変更に合わせて徳佐田川等の水路を
整備し、その他の浸水区域についても浸水の原因（外水・内水）を調査解析し、浸水解消のため、雨水管渠
等を計画整備する。

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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１．事業名等

会計 4

款 2

5 条 項 1

5 目 1・2

２．事業の目的・内容

9 74 千円

平成29年度内訳

財政融資資金

簡保資金

ろうきん資金

前年度起債分利子

一時借入分利子

４．事業費 （単位：千円）

補助率

- 事　業　費

年度決算

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

29

214,098

49,974

164,124

事　業　費

28 年度決算 29

0

年度繰越

0

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源-

事　業　費 205,875

160,005

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

45,870

事業の内容

事業コード 153・154

まちづくり基本条例 公債費

関連計画等

３．平成29年度の実績・成果

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 12,342,731

下水道事業の推進

対象（何、誰のために）

担当課 上下水道課 課長名

41,369

下水道事業（地方債元利償還金） 事業種別

根拠法令等 地方自治法、地方財政法

現世代の住民と後世代の住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

下水道整備の財政負担を、将来便益を受けることとなる後世代と現世代の住民との間で負
担を分け合う

担当係

事業名

宮城　哲
予
算
科
目

公共下水道事業特別会計

施政方針 元金・利子

安全で環境にやさしいまちづくり

下水道係 公債費

地方財政法により発行した各種事業債を起債元利償還表に基づき計画的に返済を行う。

122,887,220

59,753,368

30,885,574

517,414

12,588

41,369

214,097,533

借　入　先　等 元　金 利　子 合　計

合　　計

98,480,430

47,294,181

24,407,957

485,524

170,668,092

地方公共団体金融機構

24,406,790

12,459,187

6,477,617

31,890

43,429,441

- 12,588

-

1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続1. 新規 2. 継続
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